
香川県三木町の社会経済的特徴と

地域コミュニティの存立状態

平 篤志

（香川大学教育学部）

I. はじめに

1. 研究の視点と目的

本研究は，地方中核都市郊外における地域コ

ミュニティの存立状態に関する地理学的研究で

ある。具体的には，香川県三木町を事例地域と

して，その社会経済的特徴を把握した上で，居

住者を主体とするコミュニティがどのような状

態にあり， どのような課題を抱えているかを地

域的，空間的視点にたって明らかにし，今後の

地域コミュニティのあり方を探ることを目的と

する。特に，地域社会に普遍的に立地する公民

館や公立小学校に注目し，これらの施設を核と

したコミュニティ活動に着目する。

ここでいう地域コミュニティとは地域住民

が自主的に参加し，その総意と協力により，住

みよい地域社会を構築することを目的として構

成された集団を指す。地域コミュニティの形成

に際して， 日本ではこれまで自治会（町内会）

が中心的な役割を果たしてきた。しかし，生活

様式の変化や価値観の多様化，人口構造の変化

などによって，近年， 自治会の活動は停滞ある

いは縮小気味であり，地域コミュニティ形成の

中心的役割を必ずしも果たせなくなりつつあ

る。

従来，近郊地域を含む都市コミュニティに

関する研究は，社会学の分野で活発に行われ

てきた（鈴木ほか編， 1985;秋元， 1989;吉原，

1994)。特に，住民自治会に関する研究にはか

なりの蓄積がある（松原 1978;町村， 1994)。

一方，地理学の分野では，都市郊外の都市域と

農村域との境界領域におけるコミュニティの

混住化に関する研究（例えば，澤 (1990),古田

(1990), 田淵 (1991))と農山村地域の集落構造

や集落組織に関する研究（例えば，篠原(1991),

岡橋 (1997), 高橋 (1997), 金 (2003), 今里

(2006))は比較的数多く行われてきたが，「地

域社会」という語が一般化しているにもかかわ

らず，地域コミュニティ 1)と住民の「地域社会

観」との関係を検討した例はあまりない。地域

コミュニティは現代社会の特徴を考える上で

その重要な構成要素の1つであり，現在，上に

述べたように転換期を迎えている。香川県三木

町は，後で詳しく述べるように，県の中心都市

である高松市に隣接し，都市的特徴と農山村的

特徴を合わせもつ。したがって，都市近郊の地

域コミュニティの変容を分析するための好事例

となる。

2 調査方法と論の展開

本研究は， 2004-05年度香川大学プロジェク

ト研究「地域社会におけるエイジング総合研究」

の一部をなすものである。調査と分析は， 2004

年度の後半から2005年度にかけて行った。町役

場などで資料を収集し，まず三木町の社会的，

経済的特徴を明らかにした。並行して，役場の

地域社会担当部課などへの聞き取りを行い，一
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図1 香川県における三木町の位置

注：（行政界は2005年4月現在）

木町におけるコミュニティ組織の存立状態とコ

ミュニティ活動の概要を把握した。つづいて，

地域コミュニティの実態とコミュニティ活動の

実際を掌握するため，都市的地域と農山村的地

域双方において事例地区を設定し，公民館等の

公的機関や公立小学校を実際に訪ね，聞き取り

調査を行うとともに，住民に対するアンケート

調査と聞き取り調査を合わせて実施した。以

下， II章では香川県における三木町の位置づけ

を行うとともに，三木町の社会的，経済的特徴

を説明する。つづいて皿章では，三木町の地域

コミュニティの特性と課題を明らかし， W章で

は今後の地域コミュニティのあり方を考察す

る。

II. 三木町の人口構造と社会経済的特徴

三木町は，東西5.8km, 南北18.4kmの細長い

形をし，高松市に隣接する人口規模で香川県下

で最大の町である（図 1, 図2)。豊かな自然

に囲まれて住環境はよく，近隣地域への交通ア

クセスもよいことから，ごく最近まで人口増が

つづき，子供たちの姿も比較的多く見られる。

香川大学医学部および農学部のほか，県立三木

高校が立地することから，三木町は「文教のま

ち」としても広く知られており，また，躍動感

あふれる祭りなどを通じて町外からの観光客も

少なくないという。人と自然が共存するまちづ

くりが町の目標である。

1 . 人口構造の特性

香川県の人口は， 1980年代半ばまでは増加

をつづけ， 1985(昭和60)年に100万を突破して

1022,569人となったものの，その後は停滞して

いる。この状況は，県庁所在地である高松市が

周辺の町を合併して40万都市を目指した1つの

理由ともなっている。

一方，三木町の人口は，県のそれとは異な

り， 1955(昭和30)年に28,682人であったが，

1970 (昭和45)年までは減少をつづけ，同年に

は23,308人となったものの，その後は増加に転

じ， 2000(平成12)年には28,769人となり45年前

の水準にまで戻っている。増加はその後もつづ

き， 2005年11月1日現在の人口は， 29,024人と

なった。しかし，その後2006年1月1日現在の

人口は28,814人となり，三木町の人口は今，減

少に転じるかどうかの転換点にあるといえる。
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図2 三木町の概要(2005年）

（三木町資料による）

三木町は，先に述べたように，高松市に隣接

し，鉄道（高松琴平電気鉄道長尾線）や自動車

（長尾街道県道高松長尾大内線など）で高松

市中心部へのアクセスもよく，高松のベッドタ

ウンとして発展したことが，人口増の主要な要

因となっている。実際， 1985年以降三木町の

自然増減はプラスマイナスほぽ拮抗状態にある

が，社会増減は一貰してプラスである。ただ

し，転入の超過は， 1995年の323人をピークと

して減少傾向にあり， 2003年の転入超過は54人

となって転入超過を維持することは現状では難

しくなりつつある。

ここで，三木町の内部の人口動向が，町の地

理的特徴に呼応して一様でないことに注意を要

する。図3からわかるように， 1998年以降の期

間で明らかな人口増をみたのは，町内12地区の

うち氷上地区と平木地区の2地区のみであり，

他地区は停滞か減少傾向にある。

年齢別の人口構成は，県と三木町に大きな差

違はない。 2000年時点における， 0歳から14歳

までの若年人口， 15歳から64歳までの生産年

齢（労働）人口，そして65歳以上の高齢人口の

比率をみると，香川県では，それぞれ14.5%,

64.5%, 20.9%を占めるが，三木町では，それ

ぞれ14.4%,65.5%, 20.1 %となっている（図

4)。三木町の高齢者の実数は， 1975年の2,651

人から2000年には5,914人へと2.2倍に増加して

おり，人口の高齢化は三木町においても進行中

である。一人暮らしの高齢者は， 1990年には

264人であったが， 2004年には554人となり，さ

らに早い速度で増加しており（この間ll0%増），

その対応が急がれる。

2 社会・経済的特徴

三木町は，高松市のベットタウンとなってい

ることから，都市的な特徴が強いと推測され

る。しかしながら，県と三木町の産業別就業者

率を比較すると，都市化が進みつつあるもの

の，農村的な特徴を依然として合わせもつこと

がわかる。 2000年時点の，第1次産業就業者率

は，県が7.4%(分類不能産業就業者1,725人を

除く全就業者509,629人のうち， 37,582人），三

木町が9.6%であった（同上75人を除く全就業者

14,460人のうち， 1,394人）。ただし，第3次産

業就業者が6割を超える点では共通している

（県63.1%,三木町62.6%) (図5)。

この三木町の特徴は，町が経済政策を立案す

る際にそれを難しくしかねない。都市的な政策

と農村の活性化を維持するための政策をバラン
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（三木町資料により作成）

香川県

三木町

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

人口に占める割合

図4 香川県と三木町の年齢別人口構成 (2000年）

（三木町資料により作成）
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図5 香川県と三木町の産業別就業者比率 (2000年）

（三木町資料により作成）
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スよくとることが求められるからである。町

は， 1991年に策定した「産業と文教に躍動する

田園の町」を基本理念とする第3次三木町振興

計画を踏まえて， 2001年に「人と自然にやさし

いまち・三木」を基本目標とする，向こう 10か

年におよぶ第4次振興計画を策定した。この中

で経済面では，活力ある産業を振興するまち

づくりが目指されている。具体的には，若者や

女性が生きがいをもって働ける職場づくりを進

め，若者の定住化と I・J・Uターンの促進を

図ることが重要であり， 2000年に分譲を開始し

た高松東ファクトリーパークヘの優良企業の積

極的誘致活動を推進するとともに，先端技術産

業の育成，誘致，創業への支援を行うとしてい

る。また，意欲ある農業者の確保・育成を図る

とともに，高付加価値型農業の育成と特産品づ

くり，商業・観光の調和的発展を通して産業の

振興に努め，活力あるまちづくりに取り組むと

する。しかし，他の市町や他の地方圏において

も同様の計画が推進されようとしており，いか

に差別化を図るか，そして三木の名を県内外に

アピールするかが課題である。

行政への協力などからなり，会員の会費と補助

金等の収入によって自主的に運営されるのが基

本である。しかし，近年，核家族化の進行やラ

イフスタイルの多様化により，また地域によっ

ては住民の高齢化によって自治会活動の停滞や

縮小がみられ，新たな地域コミュニティの創出

が図られているところもある。

三木町内のいわゆる「地区」は，基本的に

1959 (昭和34)年の合併以前の町村域に対応し

ている。ただし，白山地区は井戸と下高岡，神

山地区は神山と小蓑の旧行政域からなる。三木

町の形態は，すでに述べたように南北に細長い

形をもつが，これは藩政時代の旧郡の領域に由

来する。現在町には12人の町議会議員がいる

が，ほぼ地区毎の代表といってよい。香川県内

で市町の合併が急速に進むなかで門三木町に

は今のところその動きはみられない。今後の財

政基盤予想に基づいた合併の是非に関する議論

が必要だとする町民の声もある。以下，南北に

細長く，都市的な側面と農山村的な側面を合わ

せもつ三木町の特徴を捉えるため，事例地区と

して前者からは氷上地区を，後者から小蓑地区

を取り上げる。
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皿地域コミュニティの特性と住民の地域社会

観

ここでは，三木町における地域コミュニティ

の現状と課題を明らかにする。具体的には，住

民を中心的なメンバーとする地域のコミュニ

ティがどのような状態にあり， どのような活動

が行われているか，住民が地域社会をどのよう

に捉えているか，またどのような課題を抱えて

いるかを明らかにし，今後の望ましい地域コ

ミュニティのあり方を探る。ここでいう地域コ

ミュニティとは地域住民が自主的に参加し，

その総意と協力により，住みよい地域社会を構

築することを目的として構成された人々や組織

の集まりをいう。日本の都市や農村社会に広く

組織されている自治会は，地域に住む人々や働

く人々が地域のために活動する任意団体であ

り， コミュニティ組織の1つである。自治会の

活動は，地域コミュニティ活動の育成と推進，

防犯・防災，環境美化，親睦，交通安全，福祉，

1 . 自主的な社会組織：自治会

珍しい事例といえるが，三木町役場では，町

内の自治会の存立状態を全体的には把握してい

ない。町の広報は，集落単位に配置されている

町広報委員 (2005年1月時点で321人）がその配

布を担当している。旧6町村にあたる6地区毎

の世帯数は， 2005年 1月現在，平井3,454,神

山453, 田中1,020, 氷上1,985, 下高岡903, 井

戸859であり，それに「ふるさとピア」の4世帯

を加えて合計8,678世帯である。自治会の下部

組織である老人会と子供会は町全体にわたって

横断的に組織されている。

各集落は，自治会の規約を制定し，集落の費

用で集会場を建設してきた。新住民が自治会に

加入することは地区や集落によっては「メン

バ（免場）入り」などと呼ばれる3)。以前は，場

所によって伝統行事である獅子舞（獅鼓舞と呼

ばれる）に参加することが求められた。その後，
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1990年代末より町の行事として「獅子舞フェス

タ」が毎年10月に行われるようになり，住民参

加の形態が多様化され，行事への参加が容易

になった。また，以前は自治会への参加の際

に， 自治会の集会場建設費用の分担を求められ

ることもあった。この経費負担が，新住民に対

して自治会加入を思いとどまらせる 1つの要因

となっていた。一方で， 自治会に参加しなけれ

ば，ゴミ出しや子供会参加の点で不利益が生じ

たこともあった。そこで，町はその解決策とし

て， 自治会に参加しない世帯をいくつか集めて

「班」の形成を促して問題の解決を図った。

また，集落侮に 1,2存在する「お当屋」と呼

ばれるお堂では，荒神等の講が行われてきた。

講は，月に 1度開かれ旧住民が参加してきた。

一方，水利組合は，三木町の地形の特徴から南

北方向に組織されてきた。消防団は，現時点で

は団員に不足はみられない。団員は，旧住民の

自営業者農業従事者が中心である。

1)「氷上地区」の事例

他地区と同じく，氷上地区には従来からの集

落を単位として多数の自治会が存在する。自治

会活動そのものはまだ存続しているが，婦人会

は2年ほど前に解散し，青年団もすでにない。

氷上小学校の学区は，さらに6つの下部校区

からなり，集団登校の基準となっている。子供

会は，この校区単位で組織されている。子供会

は， 自治会に入会しない新住民と自治会参加住

民とを橋渡しする役割を果たしている。

2)「小蓑地区」の事例

自治会は， 5つの集落ごとに組織されてい

る。元来， 自治体ごとに下部組織として，青年

会，婦人会，老人会などが存在したが，人口減

少に伴って，婦人会は10年ほど前に解散とな

り，青年会の活動も活発ではない。老人会は活

動が継続されている。 3つの集落には集会所が

あり，月 1回寄り合いが行われている。残る 2

集落には集会所はない。

自治会を中心とした行事に，秋祭りがある。

従来は， 10月1日に開催されていたが，神主の

篤志

都合により，現在は9月か10月の日曜日に行わ

れている。祭りでは，獅子舞が奉納される。ま

た，小蓑小中学校の運動会が地区の運動会とし

ての側面をもち，実質的な地区行事となってい

る。

地区の住民• 生活活動を活性化させるため，

5年ほど前に「活性化推進協議会」が設立され

たが 2005年春の時点ではまだ実質的な活動が

開始されておらず，今後の活動を待つ状態にあ

る。その他の地区活性化の方策として， 2004年

より小蓑小中学校の校庭を会場にして，元居住

者の里帰りの時期に合わせて，お盆の時期に夏

祭りが開催されるようになった。単なる夏祭り

に終わらせないために，カラオケ大会や四国学

院大学の学生による音楽会の開催など多様なプ

ログラムが用意され，新旧住民を交えたコミュ

ニティの一体感醸成が図られた。

当地区の生業は，農業が中心となってきた

が，農業従事者の高齢化に伴い， 20年ほど前よ

り団体農地開発が行われるようになった。 lOha

ほどの農地にたばこや野菜が栽培され，生活協

同組合や産直など多様なルートで収穫物が販売

されている。

その他，まだ計画段階にあるが，営農組合を

中心とした農業活性化策がある。これは，上記

小学校近くに建設が計画されている施設を中心

として，青年層に農地を貸与して米を栽培し，

特売所を設置して，収穫された米を販売しよう

というものである。ただし，その特売所の設置

場所の選定が課題であるという。

また，グリーンツーリズムの一般社会への浸

透に伴い，当該地区においても中山間地の整備

事業として，それに対応した施設の建設が検討

されている。しかし，他地域と異なる特徴をど

のように生み出していくかが課題となってい

る。いずれにしても，最大の課題は，地区全体

をいかに活性化していくかである。

2. 公民館を中心としたコミュニティ

1)三木町内の公民館および関連施設

三木町には，各種のコミュニティ施設が存在

する。公民館の名称をもつ施設は，田中，神
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表 1 三木町の各公民館における自主グループ活動

施設名 自主グループ活動

田中公民館 ヨーガ，カラオケ，太鼓，大正琴，川柳など17団体

神山公民館 ヨーガ，カラオケ，史談会，書道，詩吟など13団体

井戸公民館 大正琴，カラオケ，太鼓，詩吟，生け花など10団体

池戸公民館 ヨーガ，婦人体操，カラオケ，日舞，囲碁など17団体

地域交流センター 太極拳，太鼓，大正琴，民踊，生け花など12団体

ウォーキングセンター銭太鼓，詩吟，大正琴，民謡，白山登山など21団体

（広報みき， No.454,2005年6月による）

山，井戸，池戸各公民館であるが．地域交流セ

ンター，ウォーキングセンターも公民館的な機

能を有する。各公民館侮に趣味サークルが組織

され，全体で100に近い自主グループが存在す

る4) (表1)。

2)地域交流センター

三木町地域交流センターは地域の人々の生

涯学習の拠点として， 2000年に開館した。文化

活動やグループ活動を通じて，人々が集い，学

び，交流の場として， また地域文化の創造と継

承の場としての利用が期待されている。木材を

ふんだんに使用した建物内には交流ホール，

交流会議室，情報資料室，調理室が設けられて

いる。

当センターは，当初，公立学校における学校

5日制の開始に合わせて，児童の，特に土曜日

午後の活動の場としての役割を担っていた。具

体的には，竹馬や竹とんぽづくりなど竹を中心

とした遊びなどが，月 1回第2土曜日に行わ

れていた。数十人の児童の参加があったとい

う。日常的には，「児童クラブ」を核とした放

課後の児童の遊び場としても機能している。そ

の後地域の婦人会の活動の場としても使用さ

れるようになり，写真教室や料理教室が開かれ

た。

地域からできることを自主的に行うことがセ

ンター活動の基本である。スタッフは，現在，

所長を含めて 3名（事務職員と夜間担当の町職

員0B)である。 2003年度は，のべ17,000人の

利用者があった。季節的には，秋の利用者が多

かったという。これらの利用者は，氷上地区の

住民が中心であるが，三木町以外からの利用者

も存在する。

氷上地区の住民は，おおまかに旧住民6割，

新住民4割という構成で，現在地区コミュニ

ティのまとまりが十分にあるとはいえないとい

う。今後は，親と子がともに遊ぶ行事づくりが

課題であり，この種の行事を通じたコミュニ

ティづくりが目指されようとしている。

しかしながら，センター運営の問題点とし

て， さまざまな活動を行う際の，その指導者と

なる講師探しがある。予算の制約もあり，有償

の講師を雇うの難しく，ボランティアの講師が

中心となっている。所長自らも講座を担当して

いるのが現状である。一方，当センターに隣接

して，図書館や会議室など各種設備の充実した

複合施設「サンサン館三木」（後述）があり，と

もに地域のコミュニティ施設として，それぞれ

の施設の役割分担が重要となっている。

3)その他のコミュニティ関連施設

三木町に立地する「文化交流プラザ」と「サン

サン館三木」は，いわゆる「公民館」を越える大

規模で多様な設備を有し，三木町のみならず高

松都市圏のコミュニテイセンターとしての機能

も果たしている。

三木町文化交流プラザは，三木町の中心部に

位置し，異国情緒あふれる外観が目をひく総合

文化施設である。収容数800人のメタホールで

は各種イベントのほか，コンサートなども

催され，町内外の人々で賑わっている。また，
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200インチのハイビジョンシステムを備えたハ

イビジョン映像シアターやイベントホール，会

議室など用途に合わせて様々に活用できる施設

として，サークル活動の場としても利用されて

いる。 5万冊の蔵書を有するメタライブラリー

には. AVコーナーもあり，人が集まり交流し

やすい工夫が随所になされている。

一方，サンサン館三木は，高松都市圏（圏域）

における県の「健康生きがい中核施設」として，

2003年5月に開館した。この健康生きがい中核

施設は，県が1994年に策定した「香川県健康生

きがい中核施設整備基本構想」に基づき，人生

80年時代において，高齢者をはじめとして県民

一人ひとりが生涯を通じて健康で豊かにかつ

活力を維持して過ごせるようにその健康づく

り，生きがいづくり，ふれあいづくりを支援

し，促進するための総合的な機能を有する広域

的・中核的な施設として，広域市町村圏ごとに

整備されており，本館はその1つである。学習

室，研修室，情報発信工房，創作工房など様々

な用途に対応できる設備を擁し，趣味，実用，

健康増進など県民の多様な要望に応える講座が

開講されている。ボランティアによる託児所も

併設されており，利用しやすさが追求されてい

る。

3. 公立小学校を中心としたコミュニティ

1)氷上小学校

氷上地区にある氷上小学校は，学校施設の地

域への開放を積極的に行ってきた。運動場や体

育館は，学区内の子供会， PTA, 地域のス

ポーツクラブなどに活用されている。しかし，

他の施設は，安全管理面から一般への開放は行

われていない。学校に隣接して前述した地域交

流センターがあり， PTA活動の一部がそちら

で行えることもその理由である。学校の運動会

は，地域の中の学校という意識のもとで，地域

の運動会へとその対象範囲と参加者が拡大され

つつある。氷上小学校の歴史は100年を越える。

2005年3月時点の児童数は468人である。児童

数は現在も増加傾向にあり， 2005年度の新1年

生は 1 クラス増えて 3 クラスになった (2~5

篤志

年生2クラス， 6年生3クラス）。

子供会，自治会への加入率は9割を超える

が，近年転入者が増加するとともに若干低下傾

向にあるという。地域と学校との交流として

は，農業従事者の協力を得て，イチゴ畑やサッ

マイモ畑で栽培や観察体験を行っている。ま

た，お茶やお花の講習会もある（幼稚園と地域

との関係では，高齢者を中心とした地域の住民

が先生役となり，むかし遊びを教えるなどの活

動がある）。

現在，氷上小学校は，国内における児童，生

徒への傷害事件等の増加を受けて，登下校時の

付き添いなど学校の安全面での地域協力のあり

方を模索している。地域の学校支援組織とし

て，地域自治会を固体とする氷上教育振興会が

ある。この組織は長い歴史を有し，物品補助な

ど学校活動をバックアップしてきた。地域と学

校との連携を強化する際に課題となる点とし

て， 自治会構造の複雑さがある。すでに述べた

ように，三木町の自治会が地域を網羅するよう

に組織されていないため，例えば学校の状況を

報告する「学校だより」を地域内に配布しよう

としても，地域全体に配布するための術がない

のが現状である。その他の課題として，学校教

育への地域の人材のさらなる活用が挙げられ

る。そのためには，学校と地域内の諸組織との

ネットワーク作りが重要となる。学校間連携で

は現在月 1回，定例の町内校長会が開催され

ており，情報交換の場となっている。

2)小蓑小学校

小蓑小学校は，児童数の減少に伴って2006年

3月末をもって閉校となった。小蓑小学校は田

中小学校と，併設されていた小蓑中学校は三木

中学校と統合された。児童数は，二桁の維持も

困難となり，数年前まで20名ほどいた生徒数は

2005年度には一桁となっていた。 2005年3月時

点の教職員数は13名（教員 9名，事務職員 4名）

であった。

小蓑小学校は，コミュニティ活動の拠点とし

ての役割を呆たしてきた。本来，学校，保護

者，地域のトライアングル関係が理想である
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が小蓑地区の場合，地域のリーダー役の存在

が不足していることもあり，コミュニティ活動

の面で地域が学校に依存してきた側面がある。

したがって，閉校後の学校施設の利用形態とと

もに，今後のコミュニティの拠点をどうするか

が重要な課題である。例えば，学校の運動会と

合同で行われる地区運動会は，学校がすべての

準備を担当してきた。運動会は秋に行われてき

たが，学校の行事が秋に多いこともあって（音

楽祭，水泳記録会，文化祭）， 2004年度から運

動会は春5月に行われるようになった。しかし

一方で，学校側が地域に手助けを求めた場合

は地域の住民はそれに暖かく応えてきたこと

も事実である:学校の公開授業には地区の40

-50人が参加した。文化祭では， 3世代家族に

よるパネルデイスカッションも行われた。その

他，総合学習の時間では，米作り，炭焼き，水

中動物の観察などで約20名の地区住民が講師役

を勤めた。これらからわかるように，コミュニ

ティ活動の下地は存在する。中心的な人材を発

掘し，そういった人々を中核としたコミュニ

ティづくりが求められる。

4. 住民の地域社会活動と「地域社会」観ーア

ンケート調査による分析

ここでは地域住民に対するアンケート調査

結果に基づき，住民の地域社会活動の実態と地

域社会観を分析する。アンケート調査は，三木

町の全面的な協力の下，本研究がその一部を成

したエイジング総合研究の他のグループととも

に2005年後半に実施した。アンケート送付先

は，母集団（住民基本台帳記載の20歳以上の男

女）から無作為抽出した。配布数は1,000, 有効

回答数は379であった。ここで取り扱う地域社

会活動は， 自治会活動，サークル活動，ボラン

ティア活動とする。以下，居住歴，居住地，年

齢層ごとにその特徴を説明する。

1)居住歴と地域社会活動

まず，居住歴と地域社会活動の関係について

は，住民を新住民と 1日住民に分類して分析し

た。ここで，新住民とは，アンケート回答者か

らみて本人の代から三木町内の現住所に居住し

ているものとし，その他は旧住民とみなした。

結果は以下の通りである（図6参照）。

・居住歴と自治会活動参加度：旧住民の方が，

新住民よりも参加度が高い。「よく参加する」

と「時々参加する」と答えた回答者の比率を合

わせると，旧住民は40.3%に達するのに対し，

新住民は32.9%にとどまっている。逆に，「全

く参加しない」と答えた回答者の比率は，旧

住民が24.3%であるの対し，新住民は33.6%で

あった。

・居住歴とサークル活動参加度：上記に対し，

サークル活動は，新住民の方が積極的であると

いう結果が出た。「よく参加する」と「時々参加

する」と答えた回答者の比率を合わせると，新

住民は21.4%であるのに対し，旧住民は15.9%

であった。ところが，「全く参加しない」と答

えた回答者の比率は，旧住民が42.5%であるの

に対し，新住民は46.4%と数ポイント高かっ

た。つまり，新住民はサークル活動に熱心に参

加する者とそうでない者に分極化しているとい

える。

・居住歴とボランティア活動参加度：ボラン

ティア活動への参加は，新住民・旧住民とも低

く，それぞれ7割近い回答者が全く参加しない

と答えた。ただし，「よく参加する」と「時々参

加する」と答えた回答者の比率では，旧住民の

それ (11.1%)が新住民のそれ (7%)を多少上

回った。

・居住歴と地域社会観：「地域社会」の範囲につ

いては，新住民と旧住民との間で共通性と異

質性がみられた。すなわち，新住民の間では，

「三木町」と答えた回答者の比率が最も高く約

半数 (42.7%)に達し，以下「自治会の範囲」が

18.9%, 「香川県」が16.1%, 「小学校の学区」が

9.8%, 「大字の範囲」が5.6%とつづいた。空間

的な範囲が近い「小学校の学区」と「大字の範囲」

を合わせると15.4%となる。

一方，旧住民の間でも，「三木町」と答えた

回答者の比率が最も高く新住民のそれとほぼ

同じ42%であった。ただし，第2位は「自治会

の範囲」と答えた回答者の比率で19.5%に達し，
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平 篤志

居住歴と自治会活動参加度

全体

旧住民

新住民

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

居住歴とサークル活動参加度

全体

I1i＇ ふ．ロロ ＜参加する 7 時々参加する
旧住民 あまり参加しない

全く参加しない

無回答

新住民

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

居住歴とポランティア活動参加度

全体

l:：'し霞•口El■よ時あ全無くまく回々参参り参答加参加加す加しすなるいるいぃI ' ＇ 
新住民

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

ー・

居住歴と地域社会観

l口自治会の範囲
.大字の範囲

口小学校の学区

旧住民 l口三木町
●香川県

ロその他

Ill無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

注：N=(新住民143讐旧住民226,無回答10)

図6 三木町住民の居住歴とコミュニティ活動・地域社会観

（アンケート調査により作成）
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以下「大字の範囲」が13.7%, 「小学校の学区」

が11.9%, 「香川県」が6.2%となった。「大字の

範囲」と「小学校の学区」を合わせると25.6%と

なる。以上より，基本的に新住民・旧住民と

も「三木町」の範囲を「地域社会」の範囲と見な

しているといえるが， より詳細にみると1日住民

の方がよりミクロな空間範囲を「地域社会」と

して認識していると考えることができる。

2)居住地の属性と地域社会活動

つづいて居住地の属性と自治会活動参加度の

関係を検討する。ここでは，三木町の自然的・

人文社会的特徴を考慮し，居住地を小学校学区

を基礎単位として都市化地区と農山村地区に区

分する。具体的には，都市化地区は，平井，田

中，氷上，白山小学校区を合わせた範囲，農山

村地区は，小蓑，神山小学校区を合わせた範

囲とする。ただし，都市化地区の有効回答数

(360)と比べて，農山村地区のそれが7ときわ

めて少ないため，アンケート結果を一般化する

ことは困難なことをここに注記しておく。結果

は以下の通りである（図7参照）

・居住地と自治会活動参加度：自治会活動への

参加度は，都市化地区と農山村地区の間で類似

点と相違点があり明確な差違を見いだすことは

難しい。具体的には，「よく参加する」と「時々

参加する」と答えた回答者の比率を合わせる

と，都市化地区では37.8%であるのに対し，農

山村地区では42.9%と数ポイント高かった。た

だし，その農山村地区で「よく参加する」と答

えた人はおらず，農山村地区の方が自治会活動

が活発であるとは必ずしもいえない。この特徴

は，先に述べた小蓑地区の現状と一致する。逆

に「全く参加しない」と答えた回答者の比率

は都市化地区では27.2%であった一方，農山

村地区では42.9%に達した。したがって，今後

農山村地区において自治会活動に積極的に参加

する住民を増やす環境作りが重要である。

・居住地とサークル活動参加度：サークル活動

への参加度も上と同様に，都市化地区と農山

村地区の間で類似点と相違点が存在する。「よ

く参加する」と「時々参加する」と答えた回答者

の比率を合わせると，都市化地区では17.5%で

あったのに対し，農山村地区では28.6%と農山

村地区の方が10ポイント以上高かった。ところ

が，農山村地区で「よく参加する」と答えた人

はおらず，農山村地区においてサークル活動が

活発であるとは必ずしもいえない。ただ，「全

く参加しない」と答えた回答者の比率は，上の

自治会活動と異なり，農山村地区で28.6%で

あったのに対し，都市化地区では42.8%と都市

化地区の方が大きく上回った。都市化地区にお

けるサークル活動への参加の分極化がみてとれ

る。

・居住地とポランティア活動参加度：ボラン

ティア活動へ参加度は，全体的にみて，農山村

地区の方が，都市化地区より盛んである。「よ

く参加する」と「時々参加する」と答えた回答

者の比率を合わせると，都市化地区が9.1%で

あったのに対し，農山村地区は28.6%であっ

た。ただし，農山村地区において「よく参加す

る」と答えた人がいなかった点は注意を要する。

逆に，「全く参加しない」と答えた回答者の比

率は，農山村地区で42.9%であったのに対し，

都市化地区では67.8%と過半数を超えた。行政

の財政基盤が年々厳しくなる中で，住民自らが

助け合う「共助」の精神の重要性が指摘される

今日にあって，住民のボランティア活動への参

加を促す啓発活動が必要であるように思われ

る。

・居住地と地域社会観：「地域社会」として認

識している空間範囲については都市化地区

と農山村地区の間で明瞭な差違があった。す

なわち，都市化地区では，「三木町」を「地域

社会」の範囲とした4割を越えて最も多かった

(4L7%)のに対し，農山村地区では，よりミク

ロな「大字の範囲」を選択した回答者が42.9%と

最も多かった。この差異は， 日常生活の行動範

囲の広狭に起因するとも推測される。第 2位

以下は，都市化地区では，「自治会の範囲」が

19.2%, 「小学校の学区」が10.8%, 「大字の範

囲」が10%とつづき，農山村地区では，「三木

町」と「大字の範囲」が同率の28.6%であった。

前述したように農山村地区の有効回答数が少
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居住地と自治会活動参加度
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居住地とサークル活動参加度
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居住地とボランティア活動参加度
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居住地と地域社会観
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mその他
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注：N:::(都市化地区360,農山村地区7.無回答12)

図7 三木町住民の居住地とコミュニティ活動・地域社会観

（アンケート調査により作成）
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ないので一般化は避けた方がよいが都市化地

区住民の方が空間的により広い「地域社会」観

をもっているという傾向は確認できる。

3)年齢層と地域社会活動

最後に，年齢層と地域社会活動への参加度の

関係について分析する。年齢層は，青年層 (20

-30代），中年層 (40-50代），高齢層 (60代以

上）に区分した。結果は以下の通りである（図

8参照）。

・年齢層と自治会活動参加度：予想されるとお

り，年齢層と自治会活動参加度の関係は，年齢

層が上がるほど参加度も高くなる傾向がある。

「よく参加する」，．「時々参加する」と答えた回

答者の比率を合わせると，青年層は17.8%, 中

年層は38.4%, そして高齢層は最も高く43.8%

であった。高齢層のうち， 17.2%の回答者が

「よく参加する」と答えている。一方，「全く参

加しない」と答えた回答者の比率は，逆に年齢

層が若いほど高く，青年層では過半数を超え

て， 51.6%に達する。地域社会の高齢化はこれ

からもつづくと予想され， 自治会活動を維持す

るためには，青年層の積極的な参加が求められ

る。

・年齢層とサークル活動参加度：上記と異なり，

年齢層とサークル活動参加者との間には明確な

差違は確認されない。「よく参加する」，「時々

参加する」と答えた回答者の比率を合わせると，

青年層が17.8%, 中年層が15.7%, 高齢層が

18.4%で， 2, 3ポイントの差しかない。ただ

し，「全く参加しない」ど答えた回答者の比率

の比率では，中年層，高齢層がそれぞれ約4割

であったのに対し，青年層は54.8%に達し，こ

の点では自治会活動と同様の特徴がある。

・年齢層とボランティア活動参加度：年齢層と

ボランティア活動参加度との関係は，自治会活

動のそれと似た傾向，つまり年齢層が上がる

ほど，参加度が高まる特徴がみられる。「よく

参加する」，「時々参加する」と答えた回答者の

比率を合わせると，青年層が4.8%, 中年層が

6.9%であったのに対し，高齢層は13.1%であっ

た。ただし，最も高かった高齢層にしても参加

者は1割強に過ぎず，全体としてボランティア

活動は活発ではない。

・年齢層と地域社会観：年齢層と地域社会観と

の間には，共通点と相違点がみられる。共通

点は， どの年齢層も，「三木町」を地域社会の

範囲と考える人が最も多く，その比率は青年

層では45.2%, 中年層では41.8%, 高齢層では

39.6%であった。ただし，第2位の選択肢は，

年齢層ごとに異なる結果が出た。高齢層では，

23.7%の回答者が「自治会の範囲」を選択したの

に対し，青年層，中年層では「小学校の学区」

を選択したものがそれぞれ16.1%, 15.8%で

あった。空間的な範囲が近い「大字の範囲」を

選択したものを合わせると，青年層の25.8%,

中年層の23.3%に達する。この結果は， 自治会

活動参加度と連動しており，現在の自治会の

空間単位を今後再考する際の1つの根拠となろ

う。

IV. 今後の地域コミュニティの可能性一先進地

域の地域コミュニティ政策

1量福岡県宗像市の事例

まず，福岡県宗像市の事例を紹介する。宗像

市は，福岡県の北部に位置し，県都である福岡

市と北九州市の中間にある。 2005年3月に玄

界灘に浮かぶ大島村が合併し，人口約9.5万人，

面積約112平方キロメートルの都市となった。

人口規模，面積とも県内第 7位である。海，

山，川の豊かな自然に恵まれている点は，香川

県と似通っている。宗像神社や鎮国寺など歴史

を誇る建物や遣産が存在し，歴史的な都市とし

ての顔をもつ一方，市内には3つの大学が立地

し，学術都市としての性格も合わせもつ。「協

働」，「共生」，「自律」の3つの理念のもと，新

しいまちづくりを進めている。

宗像市は，現在，住民が主体となったまち

づくりを進めている。 1997年5月に「宗像市コ

ミュニティ基本構想」を策定し，地域コミュニ

ティを中心に，市民が集い，ふれあうまちづく

りを目指している。すでに述べたように，「コ

ミュニティ」とは，一般的に，共同体または地

域社会を意味し，その中で「地域コミュニティ」
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図8 三木町住民の年齢層とコミュニティ活動・地域社会観

（アンケート調査により作成）
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は地域性をもった集団を指す。宗像市では，

吉武赤間，赤間西，自由ヶ丘，河東，南郷，

東郷，日の里，田島池野，岬神湊大島の

13地区をコミュニティの範囲としており，大島

を除く 12地区ではそれぞれにコミュニティ運営

協議会が設立され，具体的な活動を行ってい

る。大島地区では， コミュニティ準備委員会が

立ち上げられて，協議会設立に向けた準備が進

められている。

昨今，情報化・都市化の進展により，隣近所

でのつきあいが減り，互いに助け合うというコ

ミュニティ意識が低下しつつある。そこで，宗

像市では，公立小学校の学区を基礎に市内を8

コミュニティ地区に分割し，各地域で福祉や環

境教育などのさまざまな間題に協力して取り

組み．希薄になりつつある「相互扶助」の意識

の向上を図ることにした。国は現在．地方分権

政策を進めている。今後，この動きがさらに加

速することが予想され，当該市では地方分権の

一歩先をいく，「地域分権」を目指すこととし

たのである。具体的には，行政の権限を各地域

に譲渡して，地域社会のことは地域住民自ら

が決定し，責任をもって事業を実行する形のま

ちづくりを推進する。地域住民の「自己責任」，

「自己決定」，「自己実現」の考え方を促進し，

地域と行政とが対等なパートナーシップを築き

ながらまちづくりを進めることが目的である。

伝統的な自治会や各種団体からなる地域集団

では，少子高齢化の進行などにより，例えば1

つの区内では子供会が成立しないなど対応でき

ない状況が出現した。行政側も，行政区への対

応が各課でばらばらであり，行政と住民間に混

乱が生じた。また，福祉，環境，青少年問題な

ど行政だけでは解決できない問題が多くなって

きたことも事実である。福祉，健康づくり，生

涯学習の拠点としての重要性が増したことによ

り，コミュニテイセンターの機能を見直すこと

が求められ，また地域の人々の協力体制による

まちづくり推進の必要性が大きくなった。

ではどのようにコミュニティづくりを進め

るのか。まず，行政側がコミュニティづくりの

ための場所と建物を提供する。施設の整備につ

いては， コミュニテイセンター赤間西のよう

に地域住民の意見を積極的に取り入れて進め

る。地域の問題について協議したり，行政との

やりとりを行ったりする窓口として，各地区に

コミュニティ運営協議会を設立する。この協議

会は，役員会，事務局，運営委員会，各部会，

総会から構成される。役員会は地域コミュニ

ティの執行機関として，協議会全体のとりまと

め役を担う。事務局は，コミュニテイセンター

の管理運営や，協議会内部組織に関する庶務を

担当する。運営委員会は，役員からの提案に対

して決議を行う。各部会は，地域内にある各種

団体をその活動内容によってまとめたもので

ある。公民館活動部会，健康福祉部会，青少年

育成部会，環境整備部会，地域づくり部会など

の部会があり，地域のための活動を行う。総会

は地域コミュニティ活動に関する最終的な決

定を行う。地域コミュニティは，実際にコミュ

ニティ運営協議会を運営するための規約を整備

する。各種活動は，この規約に基づいて行われ

ることになる。建物や組織が整っても，コミュ

ニティの考え方が地域のすべての人々に伝わら

なければ，地域コミュニティ活動は機能しな

い。行政は，ビデオや資料を用いて，各種団体

ごと，単位地域ごとに説明会を行い，住民の理

解を得るように努める。

宗像市が考えている地域コミュニティは，地

域住民によって「自治」という形で運営される

ものである。前に述べたように行政は地域コ

ミュニティとは対等の関係にある。行政側は，

地域コミュニティの役員会や各部会の会議にア

ドバイザーとして出席し，行政情報のほか，法

律や条令など専門的な知識を情報として提供す

る。地域コミュニティの核となるコミュニティ

センターには週に 1,2日職員が勤務する。

職員は地域の実情を把握し，地域に即した支援

を行う。また地域住民などから相談や要望を

受け，それに回答するとともに地域住民がコ

ミュニテイセンターを利用しやすい環境作りを

行う。行政と地域コミュニティは，「行政がす

ること」と「地域住民ができること」を明確に区

別し，行政は「地域住民ができること」は地域
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コミュニティに譲っていく。行政組織自体も，

地域の組織体制に対応した変更を加え，まちづ

くりを推進できる体制に整えていく。市役所の

各課が町内会，各種団体ごとに交付している補

助金を一本化して，コミュニティに集約する。 2. 高松市の事例

その使い途は，コミュニティ運営協議会が決定 一方，三木町に隣接する高松市では多くの

する。コミュニティ運営協議会がコミュニティ 世帯が自治会に加入し，自主的なまちづくりを

活動の内容を計画し，実際にそれらを実行に移 進めてきた。高松市は，よりよい自治会活動を

すことになる。事業を実施するための資金は， 推進するため，自治会活動の支援を行ってい

市からの補助金や委託料のほか，地域の中で事 る。また，自治会相互の情報交換と連携をはか

業等を効率化することにより生じる資金を充て り，かつ住民と市政をつなぐパイプ役を果たす

ることができる。各コミュニテイセンターと市 ことを目的として，公立小学校の校区を基礎的

役所，宗像ユリックスなどの公共施設がコン な範囲として地区（校区）連合自治会が市内35

ピュータで結ばれ，いろいろな情報が得られる 地区（校区）に組織されている。さらにその上

ようになり，会議室の予約などもコミュニティ 部組織として，高松市連合自治会連絡協議会が

ば，福祉会が行っている高齢者サービスを子供

会や老人クラブなどと共催し，より効果的・効

率的な活動が可能となる。

センターから行えるようになる。これまでの交

流や学習機能だけでなく，福祉や環境問題など

にも対応できるような機能設定を地域とともに

推進する。地域組織の中で，行政区や団体がと

もにまちづくりを行うことにより，行政区と各

種団体，団体同士の連携強化が図られる。例え

あり，地区（校区）連合自治会長がその構成員

となって，相互連携の強化および市民の福祉増

進と市政の発展をめざして指導的立場で各種事

業の推進を図っている。

高松市では近年の都市化や核家族化の進展

などにより地域の連帯感やふれあいが薄れつ

表2 高松市の地域コミュニティ支援事業 (2005年）

事業名 内 容

地域コミュニティ構築地域内における各種団体当の連携・強化の促進を図り，

支援事業補助金 自助・共助・公助の視点にたった地域自らのまちづくり

を推進するため，地域コミュニティ組織に対して補助金

を支給。

地域コミュニティまち地域コミュニティ構築支援事業補助金の交付を受け，コ

づくり活動支援事情補ミュニテイプランを作成した地域コミュニティに対し，

助金 地域コミュニティ活動の推進を目的に補助金を交付。

地域まちづくりサポー行政職員の中から，公募により，地域まちづくりサポー

ター制度 ターを認定し，地域コミュニティ組織の結成やコミュニ

テイプラン策定作業等に参加する中で，行政職員として

のノウハウを生かしながら，協同作業や情報提供，関係

課との連絡帳正当を実施。

地域コミュニティまち地域コミュニティ構築支援対象団体に対して．専門家よ

づくりアドバイザー設り，プラン策定に当たっての方法．進め方，問題点等の

置事業 解決策の立案を支援。

地域コミュニティ人材地域コミュニティの役割，必要性，活動方法等を理解し，

養成事業 その成果を地域で実践し，まちづくりに取り組む，地域
コミュニティを推進するリーダー的人材を養成。

市政出前ふれあいトー地域コミュニティの概要や地域コミュニティづくりの高

クの活用 松市の支援策等について．職員などが地域へ出向き説明。

（高松市市民部市民生活課地域振興係資料により作成）
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つある中で，福祉・環境・教育など，多様化す

る地域課題を地域の人々が自らの問題として考

え，解決に向けて積極的に取り組む「地域且ら

のまちづくり」が求められているとの認識のも

と，新しい地域コミュニティづくりが進められ

ている。具体的には，おおむね公立小学校の学

区を基礎的な単位として，連合自治会をはじ

め，地域の各種団体，企業， NPOなどで地域

コミュニティ組織を構築しようとしている。こ

のような地域コミュニティ育成のため，高松市

は表2に示したような各種の支援事業を行って

いる。

上記の2つの事例の考察より，従来の自治会

単位のコミュニティ活動が停滞気味である三木

町においても，新たな枠組みに基づいた地域コ

ミュニティの育成が急務であることを指摘でき

る。その際公立小学校の学区域に相当する範

囲が，基礎的な空間単位として望ましいこと

は，三木町におけるアンケート調査結果と先進

地域の事例から明らかである。

V. おわりに

本稿は，香川県の県都高松市に隣接する三木

町を対象地域として，その社会経済的特徴と地

域コミュニティの存立状態を明らかにすること

を目的とした。三木町は，県都に接するという

地理的条件と，平野部と山地部が町内で明確に

分かれるという地形的要因から都市的な特徴と

農村的な特徴を合わせもち，平野部はいわゆる

混住化地域となっている。高松都市圏の広がり

の中でつい最近まで人口増があったが，現在人

口は停滞状態にある。一方で，高齢化は他の市

町と同様に進行しつつある。

このような状況下， 自治会を中心とする町内

の伝統的な住民組織はその活動が不活発になり

つつある。その1つの要因は，若年・壮年層の

自治会離れでありもう 1つの要因は，自治会

連合会といった横断的な組織の不在にある。一

方で，公民館やそれに類似した施設は十分に整

備されており， またそれら施設を拠点とした住

民の諸活動は活発化しつつあり，地域コミュニ

ティの素地は依然として存在する。地域に普遍

的に立地する公立小学校も，総合学習の深化や

児童の安全確保の面から地域社会との結びつき

を強めようとしている。小学校もまたその多様

な設備の存在から地域コミュニティの拠点の1

っとして機能しうる。

現在の日本社会では，都市部，農村部を問わ

ず，核家族化が進行し，合わせて少子高齢化が

進んでいる。政府や地方自治体の財政状態が厳

しくなり，さまざまな機能や活動の「官から民」

への移行の動きが全国的に広がる中で，住民主

体のまちづくりの必要性が叫ばれている。その

ためには，活力ある地域コミュニティづくりが

不可欠である。その範囲として，公立小学校の

学区程度の広さが適することが，三木町におけ

るアンケート調査からも確認された。三木町に

おいても本稿で取り上げた先進事例のような

新たな地域コミュニティの構築が急がれる。

謝辞

現地調査，アンケート調査では三木町役

場・議会の方々をはじめとして，公共・教育機

関関係者，多くの住民の方々のご協力を得まし

た。ここに厚く御礼申し上げます。

付記

本文中にも記したように，本研究は， 2004-

05年度香川大学プロジェクト研究「地域社会に

おけるエイジング総合研究」（代表者：上杉正

幸教授）の分担研究として行われたものであり，

本稿はその報告書の論文に全体にわたって加筆

したものである。なお，本稿の骨子について

は， 2006年度中四国都市学会・香川地理学会合

同大会 (2006年7月，香川大学）において発表

した。また，英文要旨は，香川大学教育学部の

Paul Batten先生に校閲いただいた。

注 ｀
1)都市域のコミュニティの構造等に関して検討し

た先行研究に，平(1990), 遠城(1992), 原(1994),

宮澤(1996), 西山(1997), Taira (2003)などがある。

2) 2006年1月，高松市に隣接する，庵治町牟礼

町，国分寺町，香川町香南町が高松市と合併し
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平

（塩江町は2005年 9月に先行合併），新高松市が誕

生した。この結果，従来庵治町，牟礼町とともに

木田郡を構成した三木町は，単独で郡を構成する

こととなった。

3)高松平野における村落領域とメンバの関係につ

いては，内田 (2004)を参照。

4)三木町内の自主的なサークルに，三木町生活研

究グループ連絡協議会がある。これは，農家生活

の改善・向上について研究・実践することを目的

として， 1950年代のはじめ，生活改善クラブが町

内 6か所で結成されたのがそもそもの始まりであ

る。これを契機として農家生活の改善意欲は町内

一円に広がり， 1956年に18クラブによってクラブ

間の連絡と連携を図るため，三木町生活改善クラ

ブ連絡協議会が発足した。その後， 1966年に「生活

研究グループ連絡協議会」と名称を変更し，現在9

クラブが活動している。グループの活動は，かま

ど・台所の改善パン焼き釜の工夫に始まり，自

給野菜や卵，牛乳などの手近な生産物を利用した

料理実習や農繁期の共同炊事・共同作業，衣料交

換会，アイデア交換会，研修会参加などへと拡大

してきた。最近の活動は，女性の社会参画の拡大

と経済的地位の向上を目指して，豊かで楽しい生

活環境づくりから，「食」と「農」に重点を置いた地

域産物創嵐農業経菅への参画，農村地域の環境

づくりへの取り組みへとさらに多様化している。
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Socio-economic characteristics and residential community structure 

in Miはcho,Kagawa 

Atsushi TAIRA 
(Faculty of Education, Kagawa University) 

This article aims to explain the socio-economic characteristics and residential community 

structure in Miki-cho (the town of Miki), located in Kagawa Prefecture, western Japan. Miki-

cho has both urban and rural characteristics due to its location adjoining the city of Takamatsu, 

the prefecture capital; and its topographical nature, that is, a plain in the north and a mountainous 

area in the south; the north area has become a mixed residential bloc, called'konju-ka chitai'in 

Japanese, inhabited by the original residents and new-comers. Although the population of the 

town kept increasing until very recently along with expansion of the greater Takamatsu region, it 

is stagnant now. The aging of the population, as can be seen in Kagawa prefecture, is also seen in 

Miki-cho. 

Along with the socio-economic and demographic changes mentioned above, the activities of 

traditional residential association in the area represented by'jichikai'are becoming inactive. One 

of the main reasons for that is the distancing of themselves from'jichikai'by young and middle-

age residents, and the other reason is absence of cross-boundary residential organizations called 

'rengo jichikai'(the larger residential association organized by a couple of'jichikai', usually 

based on a public elementary school district) in the town. On the other hand, public facilities such 

as'kominkan'(community centers) and the like are well established, and many activities have 

been held in these facilities. Thus, it is possible to say that there exists a foundation of a new local 

community. At the same time, the local public schools, especially elementary schools, are trying 

to strengthen their ties with their local communities along with the development of the integrated 

subject at schools called'sogo gakushu', and also as a measure to combat the rise of crimes against 

children. These public schools can also become the center of local community activities for their 

variety of facilities. 

Currently in Japan, the nuclear family dominates the number of households both in urban and 

rural areas, and the aging of society is expanding rapidly. The central and local governments are 

struggling to privatize their functions and activities due to their shrinking budgets. This trend 

makes it necessary for residents themselves to build new local community frameworks. The 

questionnaire in this paper has revealed that the public elementary school district is desirable as a 

geographic unit for such new community buildings. Thus it is strongly recommended that Miki— 

cho invest in one. 
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